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職 発 ０ ２ ０ ４ 第 １ 号 

社 援 発 ０ ２ ０ ４ 第 １ 号  

平成 ２７年 ２月４日  

 

 

都道府県知事 

各 指定都市市長 殿 

中 核市市長 

 

 

厚生労働省職業安定局長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

厚生労働省社会・援護局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

生活困窮者自立支援法等の施行について（通知） 

 

 

生活困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105 号）については、平成 25 年 12 月

13 日に公布され、その概要について、「生活困窮者自立支援法の公布について（通

知）」(平成 25 年 12 月 13 日付け職発1213 第１号・能発 1213 第２号・社援発 1213 第４

号、厚生労働省職業安定局長・厚生労働省職業能力開発局長・厚生労働省社会・援護局長

通知)を発出したところである。 

今般、平成 27 年４月１日から本法が全面施行されることに伴い、生活困窮者自立支援

法施行令（平成 27 年政令第 40号。以下「政令」という。）及び生活困窮者自立支援法施

行規則（平成 27 年厚生労働省令第 16 号。以下「規則」という。）が平成 27 年２月４日

に公布され、一部規定を除き、平成 27年４月１日から施行される。 

今回施行される政令及び規則について、その趣旨及び主な内容を下記のとおり通知する

ので、十分御了知の上、管内市町村（特別区を含む。以下同じ。）をはじめ、関係者、関

係団体等に対し、その周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏のないようにされたい。 

また、本制度の施行に当たって、生活困窮者に対する包括的な支援体制を構築するため

には、貴都道府県等において、福祉関係部局のみならず、商工労働関係部局、住宅関係部

局、教育関係部局、税・保険関係部局等との連携体制を構築することが重要であることか
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ら、幅広い関係部局間の連携にも特段の御配慮をお願いする。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和22 年法律第 67 号）第245 条の４第１項の規定に基

づく技術的助言であることを申し添える。 

 

記 

 

第１ 生活困窮者自立支援法施行令の制定 

１ 生活困窮者自立相談支援事業及び生活困窮者住居確保給付金に係る国の負担 

 （１）生活困窮者自立支援法（以下「法」という。）第９条第１項の規定により、毎年

度国が市等（法第３条第１項に規定する市等をいう。以下同じ。）又は都道府県に対

して負担する第９条第１項第１号又は第３号の額は、次に掲げる額のうちいずれか低

い額とするものとすること。（第１条第１項関係） 

① 生活困窮者自立相談支援事業（法第２条第２項に規定する生活困窮者自立相談支

援事業をいう。以下同じ。）の実施に要する費用について市等又は都道府県の設置

する福祉事務所（社会福祉法（昭和 26年法律第 45 号）に規定する福祉に関する事

務所をいう。）の所管区域内の町村における人口、被保護者（生活保護法（昭和

25 年法律第 144 号）第６条第１項に規定する被保護者をいう。）の数その他の事

情を勘案して厚生労働大臣が定める基準に基づき算定した額（第１条第１項第１号

関係） 

② 市等又は都道府県が行う生活困窮者自立相談支援事業の実施に要する費用の額

（その費用のための寄附金その他の収入があるときは、当該収入の額を控除した

額）（第１条第１項第２号関係） 

 （２）法第９条第１項の規定により、毎年度国が市等又は都道府県に対して負担する同

項第２号又は第４号の額は、市等又は都道府県が行う法第２条第３項に規定する生活

困窮者住居確保給付金の支給に要する費用の額（その費用のための寄附金その他の収

入があるときは、当該収入の額を控除した額）につき、厚生労働大臣が定める基準に

よって算定した額とするものとすること。（第１条第２項関係） 

 

２ 生活困窮者就労準備支援事業等に係る国の補助 

（１）法第９条第２項の規定により、毎年度国が市等又は都道府県に対して補助する同

項第１号の額は、市等又は都道府県が行う法第２条第４項に規定する生活困窮者就労

準備支援事業及び同条第５項に規定する生活困窮者一時生活支援事業の実施に要する

費用の額（その費用のための寄附金その他の収入があるときは、当該収入の額を控除

した額）につき、厚生労働大臣が定める基準によって算定した額とするものとするこ

と。（第２条第１項関係） 
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（２）法第９条第２項の規定により、毎年度国が市等又は都道府県に対して補助する同項

第２号の額は、市等又は都道府県が行う法第２条第６項に規定する生活困窮者家計相

談支援事業並びに法第６条第１項第４号及び第５号に掲げる事業の実施に要する費用

の額（その費用のための寄附金その他の収入があるときは、当該収入の額を控除した

額）につき、厚生労働大臣が定める基準によって算定した額とするものとすること。

（第２条第２項関係） 

 

３ 大都市等の特例 

（１）地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 19 第１項の指定都市（以下「指

定都市」という。）において、法第 18 条の規定により、指定都市が処理する事務につ

いては、生活困窮者就労訓練事業の認定及び当該事業に係る報告に関する事務とする

ものとすること。（第３条第１項関係） 

（２）地方自治法第 252 条の 22 第１項の中核市（以下「中核市」という。）において、

法第 18 条の規定により、中核市が処理する事務については、生活困窮者就労訓練事業

の認定及び当該事業に係る報告に関する事務とするものとすること。（第３条第２項

関係） 

 

４ その他 

（１）地方自治法施行令の一部改正 

  ① 第 167 条の２第１項に規定する随意契約の対象となるものに、法第 10 条第３項に

規定する認定生活困窮者就労訓練事業（以下「認定生活困窮者就労訓練事業」とい

う。）を行う施設でその施設に使用される者が主として同法第２条第１項に規定する

生活困窮者（以下「生活困窮者」という。）であるもの（当該施設において製作され

た物品を買い入れることが生活困窮者の自立の促進に資することにつき総務省令で定

めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けたものに限る。）において製作

された物品を普通地方公共団体の規則で定める手続により買い入れる契約及び認定生

活困窮者就労訓練事業を行う施設（当該施設から役務の提供を受けることが生活困窮

者の自立の促進に資することにつき総務省令で定めるところにより普通地方公共団体

の長の認定を受けたものに限る。）が行う事業でその事業に使用される者が主として

生活困窮者であるものに係る役務の提供を当該施設から普通地方公共団体の規則で定

める手続により受ける契約を追加するものとすること。（附則第２条関係） 

  ② 生活困窮者の自立支援に関する事務につき、大都市等の特例の規定を追加するも

のとすること。（附則第２条関係） 

（２）地方公営企業法施行令（昭和 27年政令第403号）の一部改正 

     第 21条の 14第１項に規定する随意契約の対象となるものに、法第10条第３項に規
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定する認定生活困窮者就労訓練事業を行う施設でその施設に使用される者が主として同

生活困窮者であるもの（当該施設において製作された物品を買い入れることが生活困窮

者の自立の促進に資することにつき総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の

長の認定を受けたものに限る。）において製作された物品を管理規程で定める手続によ

り買い入れる契約及び認定生活困窮者就労訓練事業を行う施設（当該施設から役務の提

供を受けることが生活困窮者の自立の促進に資することにつき総務省令で定めるところ

により普通地方公共団体の長の認定を受けたものに限る。）が行う事業でその事業に使

用される者が主として生活困窮者であるものに係る役務の提供を当該施設から管理規程

で定める手続により受ける契約を追加するものとすること。（附則第３条関係） 

（３）食品衛生法施行令（昭和28 年政令第 229 号）の一部改正 

     地方自治法施行令について所要の改正を行うものとすること。（附則第４条関係） 

（４）社会福祉法施行令（昭和33 年政令第 185 号）の一部改正 

   社会福祉事業の対象者の最低人員の特例の対象となる事業に生活困窮者自立支援法

第 10 条第３項に規定する認定生活困窮者就労訓練事業を加えるものとすること。（附

則第５条関係） 

（５）公益通報者保護法別表第八号の法律を定める政令（平成 17 年政令第 146 号）の一

部改正 

  公益通報者保護法の対象となる法律に、法を加えるものとすること。（附則第６条関

係） 

 

第２ 生活困窮者自立支援法施行規則の制定 

１ 生活困窮者自立相談支援事業に関する事項（第１条及び第２条関係） 

（１）法第２条第２項第３号に規定する計画（以下「自立支援計画」という。）で定める

事項は、生活困窮者の生活に対する意向、当該生活困窮者の生活全般の解決すべき課題、

提供される生活困窮者に対する支援の目標及びその達成時期、生活困窮者に対する支援

の種類及び内容並びに支援を提供する上での留意事項とすること。 

（２）自立相談支援事業で行われる法第２条第２項第３号に定める援助は、訪問等の方法

による生活困窮者に係る状況把握、自立支援計画の作成、自立支援計画に基づき支援を

行う者との連絡調整、支援の実施状況及び当該生活困窮者の状態を定期的に確認し、当

該状態を踏まえ、当該生活困窮者に係る自立支援計画の見直しを行うことその他の生活

困窮者の自立の促進を図るための支援が一体的かつ計画的に行われるために必要な援助

とすること。 

 



 

5 

２ 生活困窮者住居確保給付金の離職に準じる支給事由として法第２条第３項に規定する

厚生労働省令で定める事由は、事業を行う個人が当該事業を廃止した場合とすること。

（第３条関係） 

 

３ 生活困窮者就労準備支援事業の対象者の要件及び期間（第４条及び第５条関係） 

（１）生活困窮者就労準備支援事業の対象者は、次のいずれかに該当する者とすること。 

①次の要件のいずれにも該当する者であって、申請日において65 歳未満の者であるこ

と。 

イ 申請日の属する月の世帯収入の額が、基準額（申請日の属する年度（申請日の属

する月が４月から６月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法（昭和 25年

法律第 226号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含むもの

とし、同法第 328条の規定によって課する所得割を除く。以下同じ。）が課されて

いない者の収入の額の１／12）に住宅扶助基準に基づく額を合算した額以下である

こと。 

ロ 申請日において世帯の保有する金融資産の額が、基準額に６を乗じて得た額以下

であること。 

②①に準ずる者として、都道府県等が必要と認める者であること。 

（２）生活困窮者就労準備支援事業の実施期間は、１年以内とすること。 

 

４ 生活困窮者一時生活支援事業の対象者要件及び期間（第６条及び第７条関係） 

（１）生活困窮者一時生活支援事業の対象者は、次のいずれかに該当する者とすること。 

①次の要件のいずれにも該当する者であること。 

イ 申請日の属する月の世帯収入の額が、基準額に住宅扶助基準に基づく額を合算し

た額以下であること。 

ロ 申請日において世帯の保有する金融資産の額が、基準額に６を乗じて得た額以下

であること。※上限額は100万円とする。 

②①の生活困窮者の状態の緊急性等を勘案し、都道府県等が必要と認める者であること。 

（２）生活困窮者一時生活支援事業の支援対象期間については、３月を超えない期間とす

る。ただし、都道府県等が必要と認める場合にあっては、６月を超えない範囲内で都道

府県等が定める期間とすることができるものとすること。 

 

５ 生活困窮者一時生活支援事業における必要な便宜（第８条関係） 

生活困窮者一時生活支援事業における規則で定める必要な便宜は、衣類その他の日常生

活を営むのに必要となる物資の貸与又は提供とすること。 
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６ 生活困窮者自立相談支援事業等の委託対象者の要件（第９条関係） 

委託の対象となる法第４条第２項に規定する厚生労働省令で定める者は、生活困窮者自

立相談支援事業を適切、公正、中立かつ効率的に実施することができる者であって、社会

福祉法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は特定非営利活動促進法（平成10 年法

律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人その他都道府県等が適当と認める

ものとすること。 

 

７ 生活困窮者住居確保給付金の対象者要件（第 10条関係） 

生活困窮者住居確保給付金の対象者は、次のいずれにも該当する者とすること。 

（１）申請日において、65 歳未満かつ離職等後２年以内の者であること。 

（２）離職等の日において世帯の生計を主として維持していたこと。 

（３）申請日の属する月において、世帯収入の額が、基準額と家賃額（当該家賃の額が住

宅扶助基準に基づく額を超える場合は、当該額）を合算した額以下であること。 

（４）申請日において、世帯の所有する金融資産の額が、基準額に６を乗じて得た額以下

であること。※上限額は 100万円とする。 

（５）公共職業安定所に求職の申込みをし、誠実かつ熱心に期間の定めのない労働契約又

は期間の定めが６月以上の労働契約による就職を目指した求職活動を行うこと。 

 

８ 生活困窮者住居確保給付金の支給額（第11条関係） 

生活困窮者住居確保給付金は１月ごとに支給し、その月額は、生活困窮者が賃借する住

宅の１月当たりの家賃の額（当該家賃の額が住宅扶助基準に基づく額を超える場合は、当

該額）とする。ただし、申請日の属する月における世帯収入額が基準額を超える場合には、

基準額と当該生活困窮者が賃借する住宅の１月当たりの家賃の額を合算した額から世帯収

入額を減じて得た額（住宅扶助基準に基づく額を超える場合は当該額）とすること。 

 

９ 生活困窮者住居確保給付金の支給期間（第 12条関係） 

（１）生活困窮者住居確保給付金の支給期間は、３月とする。ただし、支給期間中におい

て生活困窮者住居確保給付金の支給を受ける者が７（２）～（５）のいずれにも該当す

る場合であって、引き続き生活困窮者住居確保給付金を支給することが当該者の就職の

促進に必要であると認められるときは、３月ごとに９月までの範囲内で都道府県等が定

める期間とすることができるものとすること。 

（２）生活困窮者住居確保給付金の支給を受ける者が、期間の定めのない労働契約又は期

間の定めが６月以上の労働契約により就職した場合であって、当該就職に伴い当該者の

収入額が基準額及び当該者が賃借する住宅の１月当たりの家賃の額（当該家賃の額が住
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宅扶助基準に基づく額を超える場合は、当該額）を合算した額を超えたときは、前項の

規定に関わらず、生活困窮者住居確保給付金を支給しないものとすること。 

 

10 生活困窮者住居確保給付金の支給手続（第 13 条関係） 

生活困窮者住居確保給付金の支給を受けようとする者は、規則に定める生活困窮者住居

確保給付金支給申請書に厚生労働省社会・援護局長が定める書類を添えて、都道府県等に

提出するものとすること。 

 

11 生活困窮者住居確保給付金を受ける者に対する就労支援（第14 条関係） 

（１）生活困窮者住居確保給付金の支給を受ける者に対し、当該生活困窮者の就職を促進

するために必要な支援（以下「就労支援」という。）を行うものとすること。 

（２）都道府県等は、生活困窮者自立相談支援事業において就労支援を受けることその他

当該生活困窮者の就職を促進するために必要な事項を指示することができるものとする

こと。 

 

12 生活困窮者住居確保給付金の不支給（第15条関係） 

 生活困窮者住居確保給付金は、当該生活困窮者が正当な理由がなく、就労支援に関する

都道府県等の指示に従わない場合には、支給しないものとすること。 

 

13 再支給の制限（第 16 条関係） 

生活困窮者住居確保給付金の支給を受けた者には、その支給が終了した後に、解雇（自

己の責めに帰すべき理由によるものを除く。）その他事業主の都合による離職により経済

的に困窮した場合を除き、生活困窮者住居確保給付金を支給しないものとすること。 

 

14 代理受領等（第 17 条関係） 

生活困窮者住居確保給付金の支給を受ける者が居住する住宅の賃貸人は、当該受給者に

代わって生活困窮者住居確保給付金を受領し、その有する当該受給者の賃料に係る債権の

弁済に充てるものとすること。 

 

15 生活困窮者住居確保給付金と職業訓練受講給付金等との併給調整（第18 条関係） 

（１）職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23年法律第

47号）第７条第１項に規定する職業訓練受講給付金を受けることができる者に対して

は、これを受けることができる期間は、生活困窮者住居確保給付金を支給しないものと

すること。 
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（２）この規則の規定により生活困窮者住居確保給付金の支給を受けることができる者が、

同一の事由により、法令又は条例の規定による生活困窮者住居確保給付金に相当する給

付の支給を受けている場合には、当該支給事由によっては、生活困窮者住居確保給付金

は支給しないものとすること。 

 

16 生活困窮者就労訓練事業で支援対象者に供与する便宜（第 19条関係） 

法第 10 条第１項に規定する厚生労働省令で定める便宜は、就労に必要な知識及び能力

の向上のために必要な訓練、生活支援並びに健康管理の指導等（以下「就労等支援」とい

う。）とすること。 

 

17 生活困窮者就労訓練事業の認定の手続（第 20 条関係） 

法第 10 条第１項の認定を受けようとする者は、規則に定める生活困窮者就労訓練事業

認定申請書に厚生労働省社会・援護局長が定める書類を添付して、当該生活困窮者就労訓

練事業の経営地の都道府県知事（指定都市及び中核市においては、当該指定都市又は中核

市の長。以下「管轄都道府県知事等」という。）に提出するものとすること。 

 

18 生活困窮者就労訓練事業者の認定基準（第 21 条関係） 

生活困窮者就労訓練事業者の認定基準は以下のとおりとするものとすること。 

（１）次のいずれにも該当する者であること。 

イ 法人格を有すること。 

ロ 生活困窮者就労訓練事業を健全に遂行するに足りる施設、人員及び財政的基礎を有

すること。 

ハ 生活困窮者自立相談支援事業を行う者のあっせんに応じ生活困窮者を受け入れるこ

と。 

ニ 生活困窮者就労訓練事業の実施状況に関する情報の公開について必要な措置を講じ

ること。 

ホ 一定の欠格事由に該当しないこと。 

（２）生活困窮者就労訓練事業を利用する生活困窮者の就労等の支援のため、必要な措

置を講じること。 

（３）安全衛生及び災害補償に関する必要な措置を講じること。  

 

19 認定生活困窮者就労訓練事業に関する変更の届出（第22 条関係） 

認定生活困窮者就労訓練事業を行う者は、認定生活困窮者就労訓練事業に関し、変更が

あった場合には速やかに変更のあった事項等を管轄都道府県知事等に届け出るものとする

こと。 
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20 認定生活困窮者就労訓練事業の廃止届（第 23 条関係） 

認定生活困窮者就労訓練事業を行う者は、認定生活困窮者就労訓練事業を行わなくなっ

たときは、その旨を管轄都道府県知事等に届け出なければならないものとすること。 

 

21 その他（第 24 条、第25 条及び附則関係） 

法第 11 条第４項に規定する厚生労働省令で定める求人情報の提供方法は、書面の提出

による提供とすること、身分証明書の様式及び施行前の準備等について所要の規定を整備

するものとすること。 

 

 


